
OmniGridBizTAP サービス利用規約 

 

 

第1章 総則 

 

第1条 （本利用規約の適用） 

「OmniGridBizTAPサービス利用規約」（以下「本規約」といいます）は、株式会社OmniGrid（以

下「当社」といいます）が提供するOmniGrid BizTAPサービス（以下「本サービス」といいます）

に適用されます。 

 

第2条 （用語の定義） 

本規約で使用する用語の意味は、次のとおりとします。 

本サービス 

主として音声データ通信の用に供することを目的としてインター

ネットプロトコルにより符号の伝送交換を行うための電気通信回

線設備を用いて行う電気通信サービス及び付帯する機能提供サ

ービス 

本サービス設備 当社が本サービスを提供するための当社自営の電気通信設備 

契約者 
本規約に基づき本サービスの利用契約を当社と締結し、サービ

スの提供を受ける者 

利用契約 
契約者が本サービスの利用のために当社と締結する本サービス

利用契約 

システム管理者 

契約者が指定した当社との連絡窓口の担当者で、契約者から利

用契約に関する契約者の権限につき委任を受けた者とみなさ

れ、申込み、登録内容の変更、ユーザ ID 管理、その他当社と契

約者との間の連絡・通知等は当該システム管理者を通じて行わ

れます。 

ユーザ 

契約者と雇用又はその他の契約関係にある法人で、当該契約

者が締結した利用契約に基づき本サービスを利用する者でシス

テム管理者も含みます。 

ユーザID 

パスワードと組み合わせて利用者を識別するために用いられる

システム管理者が発行する符号であって、本サービスのアクセ

ス・利用に必要なもの 

パスワード 
ユーザIDと組み合わせて利用者を識別するために用いられるコ

ーポレート管理者、利用者自身が発行する符号をいいます。 

ユーザアカウント 
ユーザID及びそのユーザIDに係るパスワードの一組をいいま

す。 

契約者等 契約者及びユーザ 

管理システム 

本サービス設備に接続されたサーバ機器の電気的な保管空間

に保管された契約者またはユーザの設定データや接続環境を保

守・管理し、本サービス利用のためにサーバの一部機能の利用

権を契約者またはユーザに付与するシステム 

電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

電気通信サービス 
電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電

気通信設備を他人の通信の用に供すること 

電気通信回線設備 
送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこ

れと一体として設置される交換設備並びにこれらの付属設備 



電気通信回線 
電気通信事業者から電気通信サービスの提供を受けるために

使用する電気通信回線設備 

利用料金 
本サービスの利用対価として、契約者が当社に支払う料金およ

びその他の費用 

本申込書 当社所定のサービス申込書 

申込者 第3条に基づく利用申込みを行った者 

利用開始日 

利用契約にて特定される契約者が本サービスの利用を開始する

日(但し、理由の如何を問わず、これが実行できないこととなった

場合には、実際に利用が可能となった日) 

電話端末 
ユーザが本サービスを利用するために必要となる場合におい

て、当社が提供する電話端末 

端末機器 

ユーザが本サービスを利用するために必要となる場合におい

て、当社が提供する電話端末およびそれらの関連機器（オペレ

ーションマニュアル等のドキュメント類、付属品等一切を含みま

す） 

電話番号 ユーザが本サービスを利用するために必要となる識別ID 

通話ログデータ 

契約者またはユーザが本サービス設備を介して第三者と通話し

た履歴データ、及び第三者が通話目的で本設備にアクセスした

履歴データ 

録音データ 

契約者または利用者が本サービスの録音機能を利用する場合

において通話後に MP3（Moving Picture Experts Group phase 3）

として生成される音声データファイル 

データストレージサービ

ス 

当社が別途規約にて定めるデータ保管の用に供する電気的な

空間を提供するサービス 

ＩＰデータ通信サービス 

当社が別途規約にて定める主としてデータ通信の用に供するこ

とを目的としてインターネットプロトコル（IP）により符号、音響およ

び影像の伝送交換を行うためIPデータ通信網を使用して提供す

る電気通信サービス 

CTI 
CTIとはComputer Telephony Integrationの略で、コールセンター

などで利用される、電話をコンピュータと連携する技術 

消費税相当額 

消費税法（昭和63年法律第108号）および同法に関する法令に

基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25年法律第

226号）および同法に関する法令の規定に基づき課税される地方

消費税の額 

個人情報 

個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報

に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を

識別できるもの（他の情報と容易に照合することができ、それに

より特定の個人を識別できることとなるものを含む） 

業務提携先 

当社が本サービスを提供するあたり、当社の業務を代行する事

業者および当社がサービスの提供を受ける他の電気通信事業

者 

 

第3条 （取扱準則） 

当社が本規約に基づき、別途規定する個別規定、および当社が随時契約者に対して通知す

る追加規定は、本規約の一部を構成するものとします。本規約と個別規定および追加規定



が異なる場合は、個別規定および追加規定が優先されるものとします。 

 

第4条 （本規約の変更） 

当社は契約者の承認を得ることなく、本規約を変更することができるものとし、契約者は変更

後の規約に拘束されるものとします。 

2 本規約変更後、契約者が本サービスの利用を継続した場合、当社は契約者が変更後の規

約に同意したものとみなします。但し、当該本規約の変更が契約者に対し著しい不利益を与

える場合には、契約者は当社に対して利用契約の解約の申出をすることができます。当社

がこれを承諾した場合には、契約者は解約の手続きを速やかにとるものとします。 

3 当社は本規約を変更する場合、当該変更の影響を受けることになる契約者に対して、当社

の定める方法により内容を通知します。 

 

 

第2章 本サービス 

 

第5条 （サービスの提供範囲および提供地域） 

本サービスの利用可能地域は日本国内とします。 

2 以下に定める音声通話は本サービスの対象外となります。 

(1) 110番、119番等、緊急通話を含む3桁番号サービスへの通話 

(2) その他当社が別途定める（別表第1号）特定の電気通信事業者以外の事業者識別番号

を用いた通話 

3 第1項から第2項に定める本サービスの提供範囲および提供地域は当社および業務提携先

の都合により予告なく変更することがあります。本サービスの提供範囲および提供地域の変

更に伴って契約者が被る不便、不都合、損失、損害等について、当社はいかなる責任も負い

ません。 

 

第6条 （通話品質） 

本サービスは、音声ＩＰ技術を利用するサービスであり、通信品質は契約者の宅内環境およ

び通信速度（接続回線、バックボーン回線含みます）等に影響されます。当社は本サービス

における通信品質または接続に関する保証は一切行いません。 

 

第7条 （接続時間） 

音声通信に係る接続時間は、本サービス設備との通信が確立したことを当社が識別した時

刻から起算し、ユーザからの通信終了の信号を浮け、その通信をできない状態にした時刻ま

での経過時間とし、本サービス設備の機器により測定することとします。 

 

第8条 （通話時間） 

音声通信に係る通話時間は、接続先との通信が確立したことを当社が識別した時刻から起

算し、ユーザからの通信終了の信号を浮け、その通信をできない状態にした時刻までの経過

時間とし、本サービス設備の機器により測定することとします。 

 

第9条 （電話番号） 

本サービスにおける電話番号の発番は当社が定める基準、方法により、当社が指定する電

気通信事業者が付与された範囲内で、かつ技術的に可能な範囲内で、当社の裁量により契

約者に対して電話番号を付与します。 

2 当社は技術上または業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、電話番号を変更するこ

とがあります。 

3 前項の規定により、電話番号を変更する場合には、あらかじめその旨本サービスの契約者

に通知します。 



4 契約者は、一度付与された電話番号の変更の請求はできません。 

5 利用契約が解除された場合、解除前の電話番号については、再度本サービスをご利用いた

だいた場合でも、ご利用いただくことはできません。 

 

第10条 （端末機器） 

当社は必要に応じ端末機器を契約者に対し提供します。 

2 電話端末につき、当社が付与する電話番号との同時利用に限り、電話端末の利用を可能と

します。 

3 端末機器に破損等の問題が生じた場合には、契約者は速やかにその旨当社に連絡するも

のとします。 

4 契約者の故意、過失または、自然災害により、端末機器に破損等の問題が生じた場合には、

その修理、復旧にかかった費用は、契約者の負担とします。 

5 本サービスの終了またはその他の理由により端末機器の利用が終了した場合には、契約者

は、当社が別途定める手続きに従い端末機器を速やかに返却するものとします。また、返却

および撤去が必要となる端末設備についての費用は契約者が負担するものとします。 

6 契約者による端末機器の利用が終了したにも拘らず、端末機器を速やかに返却頂けない場

合、当社が別途通知する遅延損害金は、契約者の負担とします。 

7    契約者は、端末機器に関する工事、設置等に関する業務を当社に委託できるものとし、当

社が受託する場合は、日程、料金、業務詳細等について、別途定めるものとします。 

 

第11条 （契約の単位） 

当社は別表第２号＜本サービスの提供内容＞に定める基本機能サービスの１利用ＩＤ単位

に契約を締結いたします。 

2 利用申込者は基本機能サービスの 1 ユーザＩＤ単位毎に別表第２号＜本サービスの提供内

容＞に定めるオプション機能サービスを追加することができます。 

 

第12条 （オプション機能） 

録音機能を利用する場合には、当社の提供するデータストレージサービスも同時に申し込む

ものとし、申込者は「Omni Grid データストレージサービス利用規約」に同意したものとみなし

ます。 

2 本サービスと同時利用に限り録音の保管期間は 2 年間とし、料金等体系は、本申込書に定

めるとおりとします。 

3 2 年超過分の録音データ保管を必要とする場合、契約者はデータストレージサービスの容量

追加を申込むものとし、その利用料は「Omni Grid データストレージサービス利用規約」に基

づくものとします。 

4 CTI 機能を利用する場合には、「OmniGrid CTI ソフトウェア使用許諾書」に同意したものとみ

なします。 

 

 

第13条 （IP データ通信サービス） 

当社は、申込者又は契約者が本サービスにおいて閉域ネットワークを必要とする場合には、

IP データ通信サービスを提供します。 

2 上記に係る利用料は「Omni Grid IP データ通信サービス利用規約」に基づくものとします。 

 

第14条 （契約主体） 

利用契約は、当社とユーザとの間に直接の契約関係を発生させるものではなく、当社は個々

のユーザに対していかなる責任をも負わないものとします。契約者は、本規約においてユー

ザの義務及び責任として記載されている条項をユーザに対して遵守させ、かつ、ユーザの行

為を管理・指導しなければならないものとします。 



2 ユーザによる本サービスの利用は契約者による本サービスの利用とみなされ、契約者はユ

ーザの行為に関して、一切の責任を当社に対して負うものとします。 

 

第15条 （利用契約の申込み） 

本サービスの利用契約の申込み(以下「契約申込み」といいます)は、当社の定める契約申込

書に所定の事項を記載して、当社に提出していただくことにより行われます。 

2 本サービスの申込者は本規約の内容を承諾の上、かかる申込みを行うものとし、本サービス

の利用契約の申込者が契約申込みを行った時点で、当社は、本サービスの利用申込者が

本規約の内容を承諾しているものとみなします。 

3 当社が提供する本サービスの管理設備による契約内容の変更またはユーザＩＤの割り当て

を行った場合も上記に同意したものとみなします。 

 

第16条 （利用契約の成立等） 

本サービスの契約申込みは、次のいずれかの方法によりなされるものとします。 

(1) 希望機能サービス及びその他必要事項を当社の定める契約申込書に記載のうえ提出す

る方法 

(2) 当社管理システム上に必要事項を入力の上、送信用ボタンを押下することにより、当該

入力情報を当社へ電気通信を利用して送信する方法 

(3) その他当社が別途定める方法 

2 前項に基づく契約申込みがなされた場合、申込者は、本規約に同意したものとみなします。 

3 第1項に基づく契約申込みがなされた場合において、当社が当該契約申込みを承諾すること

を決定したときには、当社は、契約申込時に申込者が当社に届け出たメールアドレスに宛て

て本サービス開始の通知を行います。なお、当該通知を、当社が送信した時点をもって利用

契約が成立するものとします。 

4 当社は、契約申込みについて次のいずれかの事項を認めた場合は、契約申込みを承諾しな

いことがあります。かかる場合には、利用契約の申込書受領後 10 営業日以内に、電子メー

ルの送信、書面の郵送または書面の宅配にて、利用契約の申込者に通知するものとしま

す。 

(1) 利用契約の申込者が本サービスの利用料金等の支払いを怠り、または怠るおそれがあ

るとき 

(2) 当社の業務の遂行上著しい支障があるとき、または技術上著しい困難があるとき 

(3) 利用契約の申込者が第 36 条（提供の停止）第 1 項の各号および第 43 条（利用契約の解

除）第 1 項の各号に該当するとき 

(4) 本サービスの利用契約の申込書に虚偽の事実を記載したとき 

(5) 利用契約の申込者が当社または本サービスの信用を毀損するおそれがある方法で本サ

ービスを利用するおそれがあるとき 

(6) 業務提携先の承諾が得られないとき 

(7) その他前各号に準ずる場合で、当社が契約締結を適当でないと判断したとき 

5 前項において特に必要あるときは別途覚書を取交わします。 

 

第17条 （ユーザ ID の割当て及び削除） 

システム管理者は、本サービスを利用するユーザに対して、本サービスにアクセスする際に

必要となるユーザ ID を設定し、割り当てるものとします。一つのユーザ ID は 1 人のユーザの

みに割り当てられるものであり、複数人のユーザに対する割当てを行ってはならないものとし

ます。 

2 システム管理者は、各ユーザ ID の初期パスワードを設定の上、各ユーザにユーザ ID を割り

当てるものとします。ユーザ ID 及びその初期パスワードの割当てを受けたユーザは、当該

初期パスワードを変更し、新たなパスワードを設定することとします。 

3 契約者は、ユーザに対して利用契約に基づき開示する場合を除き、ユーザID 及びパスワー



ドを第三者に開示・貸与・共有しないとともに、第三者に漏えいすることのないよう厳重に管

理（パスワードの適宜変更を含みます。）するものとします。 

4 ユーザID 及びパスワードの管理不備、使用上の過誤、第三者の使用等により契約者自身

及びその他の者が損害を被った場合、当社は一切の責任を負わないものとします。 

5 契約者のユーザID 及びパスワードによる利用その他の行為は、全て契約者による利用とみ

なすものとします。 

6 第三者が契約者のユーザID 及びパスワードを用いて、本サービスを利用した場合、当該行

為は契約者の行為とみなされるものとし、契約者はかかる利用についての利用料金の支払

その他の債務一切を負担するものとします。また、当該行為により当社が損害を被った場合

は、契約者は当該損害を補填するものとします。ただし、当社の故意又は過失によりユーザ

ID及びパスワードが第三者に利用された場合はこの限りではありません。 

7 第 1 号及び第 2 号に基づく割り当てが行われた場合において、当社が、追加変更日の 5 営

業日後までに、当該追加申込みを拒否する旨の通知を当該契約者に対して行わないときに

は、契約者の当該追加申込みは承諾されたものとします。なお、当社は自らの裁量で当該ユ

ーザ ID の追加を拒否することができるものとします。 

8 契約者は不使用となったユーザ ID は速やかに削除するものとします。 

 

 

第18条 （情報の管理） 

ユーザは、本サービスを使用して保管する録音データまたは通話ログデータについては自己

の責任と費用にて本サービス設備故障等による消失を防止するために必要な措置をとるも

のとします。また、契約者等は、やむを得ない事由によりデータセンタが故障した場合、自己

の情報が消失することがあることをあらかじめ承諾します。 

 

第19条 （利用責任） 

契約者は、本サービスの利用に関するシステム管理者をあらかじめ定めた上、当社所定の

本サービス申込書に記載して当社へ通知するものとし、システム管理者に変更が生じた場合、

当社に対し、利用変更の申込書にて速やかに通知するものとします。 

2 ユーザは、管理システムの利用セッション毎の最後に必ず自己のユーザアカウントから終了

又はログオフするものとします。自己のユーザアカウントが不正に使用された場合若しくはそ

の他セキュリティ上の問題点を発見した場合又はそれらが疑われる場合には、直ちに当社

が指定するサポート窓口にその旨を通知するものとします。 

3 リアルタイム・ウィルススキャン機能により当社からウィルスが検知された旨の通知を受けた

場合には、当該通知を受けたユーザは、自己の責任と費用にて、当該ウィルスの駆除や、感

染ファイルの削除等の必要な措置をとるものとします。 

4 本サービスの利用のために契約者又はユーザが使用する設備については、契約者等の責

任において準備・構築するとともに、契約者等は自己の責任において第三者の知的財産権

を侵害していないことを確認するものとします。契約者等の設備に関連して発生したクレーム、

損害賠償については、当社は責任を負わないものとします。 

5 契約者は、契約者等がその故意又は過失により当社に損害を与えた場合、当社に対して、

当該損害の賠償を行うものとします。 

 

第20条 （所有権） 

ユーザが本サービス設備に保管する録音データまたは通話ログデータの所有権は契約者と

ユーザの関係に応じ、契約者又はユーザに帰属するものとします。 

 



第21条 （制限事項） 

契約者は、本サービスの利用に際して、次の各号に掲げる行為をしてはなりません。 

(1) 当社または第三者の名誉、信用、プライバシー等の人格的利益を侵害する行為、または

そのおそれのある行為 

(2) 当社または第三者の著作権その他の知的財産権を侵害する行為、またはそのおそれの

ある行為（本サービスに実質的に類似する製品またはサービスの構築・改善の目的で本

サービスを利用する行為を含みます） 

(3) 当社または第三者になりすまして本サービスを利用する行為 

(4) 犯罪行為、または犯罪行為をそそのかす、もしくは容易にさせる行為、またはそのおそれ

のある行為 

(5) 本サービスによりアクセス可能な当社または第三者の情報を改ざんまたは消去する行為 

(6) 本サービスの提供を妨害する行為、またはそのおそれのある行為 

(7) 第三者による本サービスの利用に支障を与える方法もしくは態様において本サービスを

利用する行為、またはそのおそれのある行為 

(8) 本サービスを利用した通信サービス（公衆交換電話網を通じたエンドユーザーによる架電

または受電を可能にするアプリケーション）の開発または運用 

(9) ID またはパスワードを不正に使用する行為 

(10) 風俗、アダルト、わいせつ、児童ポルノに関する情報、未成年者や青少年の利用を制限

する情報を流す行為、またはそれに類するかもしくは不適当と当社が判断した情報を流

す行為 

(11) 上記のほか、当社もしくは第三者の権利を侵害する行為、または法令もしくは公序良俗

に反する行為 

 

第22条 (利用契約の内容の変更と承諾) 

契約者が本サービスについて契約変更の申込みをする場合は、当社の定める契約変更方

法に基づき行うものとします。 

2 当社は次の場合を除き本サービスの変更を承諾し、これに対し当社所定の方法により承諾

の通知を発信したときに成立するものとします。 

(1) 第 16 条（利用契約の成立等）に定める各号に該当するとき 

(2) 業務提携先が定める提供区域外になるとき 

 

第23条 （ユーザアカウント情報及びデータ） 

当社は、契約者又はユーザから事前の承諾を得た上、本サービスの提供に関する技術上の

問題に対処する目的で、ユーザアカウント及びそこに保存されているデータにアクセスするこ

とができるものとします。ただし、当社が本サービスの提供にあたり緊急を要すると判断した

場合には、契約者又はユーザからの事前の承諾を得ることなく、ユーザアカウント及びそこ

に保存されているデータにアクセスできるものとします。この場合、当社は、ユーザアカウント

及びそこに保存されているデータにアクセスした事実を速やかに契約者又はシステム管理者

に報告するものとします。 

 

 

第3章 利用料金 

 

第24条 （利用開始日） 

当社は、登録開始日より本サービスを提供します。 

 

第25条 （最低利用期間） 

本サービスの有効期間は、契約締結日から 1 ヶ月間とし、相手方への書面による異議（契約

者から当社に対しては期間満了の 3 営業日前まで、当社から契約者に対しては期間満了の



14 日前までに限ります）がなされないときには、期間満了の翌日から起算して、同一内容に

て更に 1 ヶ月間延長されるものとし、それ以後も同様とします。また、契約者は、第 17 条に基

づくユーザ ID の追加申込み又は削除申込みを行った場合には、それぞれ、当該追加申込み

に係る追加変更日又は当該削除申込みに係る削除変更日が属する月の当月末日分までは、

課金対象となります。 

 

第26条 （利用料金） 

1  本サービスに係る料金等体系は、本申込書に定めるとおりとします。 

 

2  本サービスの定価料金は以下の通りです。別途取り決めのない限りは以下金額での契約と 

なります。また社会情勢や為替変動により、定価の変化を行う場合がございます。 

(1) 基本料金(2023 年 3 月までにお申し込みのお客様) ID 使用料：500 円 

(2) スタンダードプラン(留守電機能付き)：800 円 

(3) 通話料金：携帯電話向け 15 円/分   固定電話向け 3 円/分 

(4) オプション/電話番号利用料 市外局番 100 円     0120 番号 2,100 円 

(5) オプション/SFA 連携 1.000 円/ID 

(6) オプション/固定電話機 20.000 円/台 

(7) スタンダード PLUS プラン(ひかり電話利用):初期費用 10,000 円、VOX レンタル料 3.500 円 

  その他オプション料金は見積書により提示します。 

 

第27条 （支払条件） 

契約者は、本規約の定めに従い、利用料金を当社に支払うものとします。 

(1) 各機能の月額利用料 

サービス利用料金は暦月単位とし、毎月 1 日から当月末日までの 1 ヶ月分を月額料金と

して算定します。基本機能サービスの利用料は利用登録月より発生するものとし、付帯さ

れたオプション機能サービスの利用料及びユーザ ID の追加も同様とします。 

(2) 追加変更 

追加変更日の属する月については、追加変更後のサービス利用ユーザ ID 数及びに係る

月額サービス利用料金が課金されます。 

(3) 削除変更 

削除変更日が属する月については、削除変更後のサービス利用ユーザ ID 数及びに係る

月額サービス利用料金が課金されます。 

(4) 解約 

解約日が属する月については、解約前の利用料に応じた月額サービス利用料金が課金

されます。 

 

(5) 通話料金 

本サービスの開始日以降、終了日までの間、利用相当額をお支払い頂きます。なお、通

話料金の算定は当社の定める方法、基準により行うものとします。また、本サービス提供

前に当社で事前検証として利用した通話についても、当該通話料を支払うものとします。 

(6) 初期費用 

当社と契約希望者の間において合意がなされ、初期費用が発生する場合は本サービス

開始日以降、初回の支払い時に併せて支払うものとします。 

2 当社は、利用月分の月額基本料金、初期費用について当月1日から当月末日迄の期間で計

算し、毎月利用翌月5営業日までに請求書を発行します。契約者は請求書が発行された月

の末日までに別途当社が指定する銀行口座に振込み支払うものとします。その際、当該支

払い期日が銀行休業日である場合は、直前の銀行営業日を支払い期日といたします。なお、

振込みに係る手数料は契約者の負担とします。 

3 契約者は、利用料金または利用料金以外の債務（延滞利息を除きます）について支払期日



を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から起算して完済に至るまでの

期間について、未払い額に対する年率 14.5％の割合による遅延損害金を、当社が指定する

期日までに支払うものとします。 

4 契約者は、当社の利用料金請求額について不適当であると考えうる場合、請求書発効日か

ら30日以内にその旨当社に通知するものとします。同期間に契約者より通知のない場合、契

約者は当社の請求額について承諾したものとします。 

 

第28条 （利用不能の場合における利用料金の調停） 

当社の責に帰すべき事由により本サービスが全く利用し得ない状態が生じた場合において、

当社が当該状態の発生を知った時刻から連続して24時間以上当該状態が継続したときは、

当社は、契約者からの請求に基づき、利用不能な本サービスに係る基本機能及びオプショ

ン機能の利用料金(以下「月額利用料」といいます)を減額して契約者に請求します。減額さ

れる額は、利用不能時間を24で除した数（小数点以下の端数は切り捨てます）に月額利用料

の30分の1を乗じた額とします。但し、契約者が当該減額請求をし得ることとなった日から3ヶ

月を経過する日までに請求をしなかったときは、契約者は、その権利を失うものとします。 

 

第29条 （遅延損害金） 

契約者は、利用料金または利用料金以外の債務（延滞利息を除きます）について支払期日

を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から起算して完済に至るまでの

期間について、未払い額に対する年率 14.5％の割合による遅延損害金を、当社が指定する

期日までに支払うものとします。 

 

第30条 （割増金） 

契約者が本サービスの利用料金を不法に免れた場合、その免れた額のほか、その免れた額

（消費税相当額を加算しない額とします）の 2 倍に相当する額に消費税相当額を付加して、

契約者は当社に対して割増金として支払うものとします。 

 

第31条 （消費税の取扱い） 

契約者が当社に対して利用料金または利用料金以外の債務（延滞利息を除きます）を支払

う場合、消費税相当額（消費税法[昭和 63 年法律第 108 号]および同法に関する法令の規定

に基づき課税される消費税の額をいいます）を加算して支払うものとします。 

2 第 27 条（利用不能の場合における利用料金の調停）の規定により当社が契約者に支払う損

害賠償金は、消費税相当額を含まない額とします。 

3 第 28 条（遅延損害金）に規定する遅延損害金については、消費税を加算しません。 

4 料金表に規定する料金は、消費税を含んでおりません。当社は、契約者に対し、利用料金に

消費税相当額を加算して請求します。 

 

第32条 (端数処理) 

本規約の規定に基づき金額の計算をした場合に、その計算結果に1円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り捨てます。 

 

 

第4章 利用中止および利用停止等 

 

第33条 （当社の維持責任） 

当社は、本サービスの提供に関する設備等について、当社が定める技術要件に適合するよ

う善良な管理者の注意義務をもって維持します。 

2 当社は、本サービス用設備等について障害があることを知ったときは、遅滞なく契約者にそ

の旨を通知するものとし、本サービス用設備を修理又は復旧します。 



3 当社は、本サービス用設備等のうち、本サービス用設備に接続する当社が借り受けた電気

通信回線について障害があることを知ったときは、当該電気通信回線を提供する電気通信

事業者に修理又は復旧を指示するものとします。 

4 当社が本サービス用設備の保守を行う時間帯は、特段の定めのない限り、当社の通常の営

業時間帯とします。 

5 前各項のほか、本サービスに不具合が発生したときは、契約者及び当社はそれぞれ遅滞な

く相手方に通知し、両者協議のうえ、各自の行うべき対応措置を決定し、それを実施するも

のとします。 

 

第34条 （契約者等の維持責任） 

契約者は、自己の費用と責任において、当社が定める条件にて契約者等設備を設定し、

契約者等設備及び本サービス利用のための環境を維持するものとします。 

2 契約者は、本サービスを利用するにあたり自己の責任と費用をもって、電気通信事業

者等の電気通信サービスを利用して契約者等設備を当社が指定する通信接続（インタ

ーネット等）へ接続するものとします。 

3 契約者等設備、前項に定める通信接続並びに本サービス利用のための環境に不具合が

ある場合、当社は契約者に対して本サービスの提供の義務を負わないものとします。 

4 当社は、当社らが本サービスに関して保守、運用上又は技術上必要であると判断した

場合、契約者等が本サービスにおいて提供、伝送するデータ等について、監視、分析、

調査等必要な行為を行うことができます。 

 

第35条 （提供の中止） 

当社は、次の場合には、本サービスの提供を中止することができるものとします。 

(1) 本サービス用設備の定期的もしくは緊急の保守または工事を行う必要がある場合 

(2) 天災地変、その他の不可抗力事由が発生し、もしくは発生するおそれがある場合 

(3) トラフィックが当社の予測を超えふくそうした場合 

(4) 本サービス用設備の障害等やむを得ない場合 

(5) 本サービスを提供するために当社が利用する業務提携先の電気通信サービスに支障が

発生した場合 

(6) 当社が、本サービスの運営上、本サービスの運用の全部または一部を中止することが望

ましいと判断した場合 

2 当社は、前項の規定により本サービスの利用を中止するときは、あらかじめ本サービスの提

供を中止する旨およびその理由並びに停止期間を契約者に通知します。但し、緊急やむを

えない場合はこの限りではありません。 

 

第36条 （提供の停止） 

当社は、契約者が次の各号に該当するときは、本サービスの全部または一部の提供を停止

することがあります。 

(1) 利用料金またはその他の債務について支払期日を経過しても支払わないとき 

(2) 本規約に定める義務に違反したとき 

(3) 当社が提供するサービス（本サービスを含みますが、これに限りません）を直接または間

接に利用する者の当該利用に対し重大な支障を与える様態において本サービスを利用し

たとき 

(4) その他当社が不適切と判断する行為を行ったとき 

2 当社は、前項の規定により本サービスの提供を停止するときは、あらかじめその理由、提供



停止をする日および期間を契約者に通知します。但し、緊急やむをえない場合は、事後に通

知します。 

3 第1項に定める事由により本サービスの提供が停止された場合であっても、本サービス提供

停止期間も含め、本サービスの利用料金は継続して課されるものとします。 

 

 

第5章 責任等 

 

第37条 （責任の制限） 

本規約のいかなる規定にもかかわらず、第27条（利用不能の場合における利用料金の調

停）の規定は、当社が本サービス並びに本規約および利用契約に基づき契約者に対して負

う一切の損害賠償責任を定めるものとします。 

2 当社は、前項に定める以外に、本サービスの利用もしくは利用できなかったことに関連して契

約者等または第三者に生じた直接・間接・特別・派生的・結果的損害、ならびに逸失利益、営

業機会の損失、データの損失・消失等に関する損害について、その原因の如何に拘わらず、

一切責任を負わないものとします。 

3 業務提携先の回線にその責がある場合、当社から契約者に対する賠償は、業務提携先から

の損害賠償額の範囲内とします。 

4 前項に基づき当社が賠償する損害は、通常かつ直接の損害に限るものとし、間接損害、特

別損害、付随的損害、派生的損害、逸失利益、使用機会の喪失による損害についての責任

は一切負わないものとします。また、当社が契約者に対して負うべき損害賠償額の総額は、

かかる損害が発生した時点から直前12ヶ月の間に契約者によって実際に当社に対して支払

われた料金等を上限とします。 

5 当社から契約者への通知は、通知内容を電子メール、書面又は当社 Web サイトに掲載する

など、当社が適当と判断する方法により行います。契約者が当社からの通知情報を確認しな

かったことにより不利益を被った場合又は当社の責に帰すべからざる事由により当社からの

通知情報が不達となったことにより不利益を被った場合でも、当社は契約者に対して一切責

任を負わないものとします。 

6 前項の規定に基づき、当社から契約者への通知を電子メールの送信又は当社 Web サイトへ

の掲載の方法により行う場合には、当該通知は、それぞれ電子メールの送信日又は通知内

容が当社サーバに入力された日に行われたものとします。 

 

第38条 （免責事項等） 

当社は、以下の事由により契約者等に発生した損害については法律上の請求原因の如何を

問わず賠償の責任を負わないものとします。 

(1) 天災地変、騒乱、暴動等の不可抗力 

(2) 契約者等設備の障害又は本サービス用設備までの通信手段の不具合等契約者の接続

環境の障害 

(3) 本サービス設備からの応答時間等通信手段の性能値に起因する障害 

(4) 当社が第三者から導入しているコンピュータウィルス対策ソフトについて当該第三者から

ウィルスパターン、ウィルス定義ファイル等を提供されていない種類のコンピュータウィル

スの本サービス設備への侵入 

(5) 善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない本サービス用設備等への第三者によ

る不正アクセス又はアタック、通信経路上での傍受 

(6) 当社が定める手順・セキュリティ手段等を契約者が遵守しないことに起因して発生した障

害 



(7) 本サービス設備のうち、当社の製造に係らないソフトウェア（OS、ミドルウェア、DBMS）及

びデータベースに起因して発生した障害 

(8) 本サービス設備のうち、当社の製造に係らないハードウェアに起因して発生した障害 

(9) 電気通信事業者の提供する電気通信役務の不具合に起因して発生した障害 

(10) 刑事訴訟法第218 条（令状による差押え・捜索・検証）、犯罪捜査のための通信傍 

受に関する法律の定めに基づく強制の処分その他裁判所の命令若しくは法令に基づく強

制的な処分 

(11) 当社の責に帰すべからざる事由による納品物の搬送途中での紛失等の事故 

(12) 第12 条の定めに基づく一時的な本サービスの中断および提供停止 

(13) その他当社の責に帰すべからざる事由 

 

第39条 （第三者との係争） 

契約者による本サービスの利用に関連して、第三者から損害賠償請求された場合、または

第三者との間で何らかの問題が生じた場合、契約者は当社および業務提携先を免責すると

ともに、責任をもって第三者と対応するものとします。 

2 前項の定めに拘わらず、前項に関連して、第三者が当社または業務提携先に対して何らか

の請求を行い、または訴訟等を提起した場合、契約者は当社に対してあらゆる協力を行うと

ともに、当社に生じた損害の一切について賠償するものとします。 

 

 

第6章 その他 

 

第40条 （権利義務の譲渡等） 

契約者は、本規約および利用契約に基づく権利または義務を、当社の事前の書面による承

諾なく譲渡しもしくは承継させることができないものとします。 

 

第41条 （地位の承継等） 

相続または合併により契約者の地位の承継があったときは、契約者自らその旨を書面により

当社に届け出るかまたは相続人もしくは合併後存続する法人もしくは合併により設立された

法人がその旨を速やかに書面により当社に届け出るものとします。 

2 契約者は、契約者の名称、住所、連絡先等に変更があったときは、そのことを速やかに当社

に届け出るものとします。 

3 契約者が合併または相続したことにより契約者の地位の承継が生じた場合、承継者は本規

約および利用契約に基づく契約者の一切の債務を承継しなければならないものとします。 

4 当社が合併、営業譲渡等の理由により、本規約および利用契約上の地位を第三者に承継ま

たは譲り受けさせる必要が生じた場合、当社は契約者に対して書面により通知することによ

って、本規約および利用契約上の地位を当該第三者に承継または譲り受けさせることができ

ます。 

 

第42条 （利用契約の解約） 

契約者は、利用契約を解約しようとするときは、希望解約日の 5 営業日前までに、当社所定

の本サービス解約申込書を当社へ提出するものとします。 

2 前項に基づき契約者から本サービス解約申込書が当社に提出された場合には、当該希望

解約日に利用契約は解約され、本サービスの提供は終了します。この場合、第 21 条第 3 項

第 3 号に定めるとおり、当該解約日が属する月の月額サービス利用料金についてはお支払

いいただきます。 

3 契約者は、解約希望日までに以下の作業を行うものとします。 



(1) 登録したユーザアカウントの削除 

(2) 第 12 条における保管した全ての録音データの削除または移動 

 

 

第43条 （利用契約の解除） 

当社は、次に掲げる事由があるときは、利用契約の全部または一部を解約することができる

ものとします。 

(1) 契約者又はユーザが利用契約に違反した場合 

(2) 契約者に関して、破産、民事再生、会社更生その他の倒産手続の申立てがなされた場合 

(3) 契約者が手形交換所の取引停止処分を受けた場合 

(4) 契約者が租税公課の滞納処分を受けた場合 

(5) 契約者の財産について差押、強制執行又は競売の申立てがある等、その信用状態が明

らかに悪化した場合 

(6) 契約者が支払いを停止した場合又は小切手若しくは手形の不渡りを発生させた場合 

(7) 契約者が、営業の廃止若しくは解散の決議をし、又は官公庁から業務停止の処分を受け

た場合 

(8) 第 41 条の場合における、合併後の法人、事業譲渡により利用契約の譲渡を受けた法人

又は会社分割により利用契約を承継した法人が、反社会的勢力に関連する法人であると

当社が判断した場合 

(9) 第36条第1項第1号または第2号により本サービスの提供が停止された場合において、契

約者が当該停止の日から１ヶ月以内に当該停止の原因となった事由を解消しないとき 

(10) 前号において、当該事由が当社の業務に著しく支障を及ぼすおそれがあると認められ、

催告後直ちに契約者が当該事由を是正しないとき 

(11) 本サービスを中止または廃止するとき 

(12) 監督官庁から営業許可の取消し、停止等の処分を受けた場合 

2 当社は、前項の規定により利用契約を解約するときは、契約者に対しその旨を通知します。 

3 第1項1号から8項に基づき利用契約が解除された場合であっても、当該解除日が属する月

に係る月額サービス利用料金をお支払いいただきます。 

4 本サービスの一部を構成するライセンスその他の権利が、当社の責めに拠らず消滅したた

めに、当社が本サービスを提供することができなくなった場合には、当社はなんらの補償ま

たは賠償を行うことなく、当該消滅日付で利用契約の全部または一部を解約することができ

るものとします。 

 

第44条 （本サービスの廃止） 

当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、本サービスの全部又は一部を廃止するもの

とし、廃止日をもって利用契約の全部又は一部を解約することができるものとします。 

(1) 廃止日の60 日前までに契約者に通知した場合 

(2) 天災地変等不可抗力により本サービスを提供できない場合 

2 前項に基づき本サービスの全部又は一部を廃止する場合、当社は既に支払われている利用

料金等のうち、廃止する本サービスについて提供しない月数に対応する額を日割計算にて

契約者に返還するものとします。 

 

第45条 （契約終了後の措置） 

理由の如何にかかわらず、利用契約が終了した場合、当社は契約者に関して管理していた

情報、データ、資料その他一切を消去するものとし、契約者は異議なくこれを承諾するものと

します。 

2 第28条（利用不能の場合における利用料金の調停）、第37条（責任の制限）乃至第46条（秘



密保持）の規定は、利用契約の終了後も有効に存続するものとします。 

 

第46条 （秘密保持） 

契約者は、本規約、個別規定および利用契約の履行に際して知り得た当社もしくは業務提

携先の業務、技術、取引および社内情報、知的財産、その他秘密情報（ＩＰアドレス、ユーザ

ID、パスワード等のネットワーク関連情報等も含みます）を当社の承諾がない限り、公表また

は第三者に漏洩しないものとします。但し、当該情報が以下のいずれかの情報に該当する

事を契約者が証明できる場合には、これを適用しません。 

(1) 知得する以前に既に公知であった情報 

(2) 知得する以前に既に有していた情報 

(3) 知得した後、自らの責に帰すべき事由によらず公知となった情報 

(4) 正当な権限を有する第三者からの合法的な手段により秘密保持義務を負うことなく入手

した情報 

2 当社が本サービスの提供を第三者に委託した場合、当社は、前項により負う義務と同等の

義務を当該第三者にも負わせるものとし、当該第三者の当該義務違反による責任を負担す

るものとします。 

 

第47条 （個人情報の取扱い） 

当社は本サービスを契約者もしくはユーザに対して、提供するために必要な個人情報を契約

者より収集します。当社が本サービスを提供するために、当社業務の一部を業務提携先が

行い当該個人情報を利用することがありますが、この場合、当社は業務提携先に対して適切

な管理・監督を行い個人情報の保護に努めます。尚、提携先には機器類を設置、保守する

業者、運搬業者、ネットワークを提供する通信事業者、レンタル業者、損害保険会社等も含

まれます。また契約者の当社への個人情報の開示は任意ですが、開示頂けない場合、当社

は契約者もしくはユーザに対して、サービスを提供できない場合があります。 

2 契約者が当社に申し込む場合、当社は業務遂行のために、当該業務提携先に、契約者より

開示を受けた個人情報を開示することがあります。 

3 契約者は、開示の承諾を得られていない個人情報を当社に開示しないこととします。 

4 当社および契約者は、個人情報は責任をもって適法に管理・維持することとします。尚、契約

者もしくはユーザは当社に対してその個人情報の開示、訂正、削除を求める事ができます。 

 

第48条 （反社会的勢力の排除） 

契約者は、次の各号に定める事項を表明し、保証します。 

(1) 自らが暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会的運動

等標榜ゴロまたは特殊知能暴力集団等その他暴力、威力、詐欺的手法を駆使して経済

的利益を追求する集団または個人（以下「反社会的勢力」といいます。）ではないこと、

および、過去に反社会的勢力でなかったこと。 

(2) 自己の役員および従業員が反社会的勢力でないこと。 

(3) 自己への出資者、株主、その他経営を支配していると認められる者が反社会的勢力で

ないこと。 

(4) 直接、間接を問わず、反社会的勢力が自己の経営に関与していないこと。 

(5) 反社会的勢力に対して資金等の提供ないし便宜の供与等をしていないこと。 

(6) 反社会的勢力を利用しないこと。 

2 契約者は、自らまたは第三者をして次の各号に定める行為をしないことを表明し、保証しま

す。 

(1) 当社または第三者に対する「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第９

条各号に定める暴力的要求行為 

(2) 当社または第三者に対する法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 当社に対し、脅迫的な言動または暴力を用いる行為 



(4) 偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する行為 

(5) 前各号に準ずる行為 

3 契約者の委託先（再委託が数次にわたるときはそのすべてを含み、委託先等、名称の如何

を問わず、以下「委託先」といいます。）にも、前二項の表明および保証を行わせるものとし、

委託先がこれに違反または抵触した場合、契約者は委託先との契約の解除その他の必要な

措置を講ずるものとします。なお、契約者は、自己の委託先が本条第１項または第２項の規

定に違反している事実が判明した場合、直ちに当社にその事実を報告するものとします。 

4 契約者は、契約者または委託先が反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入

を受けた場合は、これを拒否し、または委託先をしてこれを拒否させるとともに、不当介入が

あった時点で、速やかに不当介入の事実を当社に報告し、当社の捜査機関への通報及び当

社の報告に必要な協力を行うものとします。 

5 当社は、契約者に前四項のいずれかの規定に違反している事実が発覚（報道されたことを

含みます。）したときは、何らの催告なしに、かつ、損害賠償・損失補償その他何らの義務も

負うことなく、本規約に基づく契約等その他契約者と当社との間で締結したすべての契約の

全部または一部を解除することができるものとします。なお、本項による解除が行われた場

合であっても、契約者は当社に対し、何らの請求、主張、異議申立ても行わないものとし、か

つ、当社は、本項による解除によっても、契約者に対する損害賠償請求は妨げられないもの

とします。 

6 特殊詐欺等のおそれがないと判断するために、法定三帳簿、就労ビザ、委任契約書等の貴

社の労働者・受託者関連の資料を確認させていただく必要がございます。関連資料をご共有

いただけない場合には、本サービスを利用できませんのでご了承ください。 

 

第49条 （管轄裁判所） 

本規約、利用契約および本サービスについて紛争が生じた場合は、訴額に応じて、東京地

方裁判所又は東京簡易裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第50条 （準拠法） 

本規約（利用契約を含むものとします。）に関する準拠法は、日本法とします。 

 

第51条 （協議） 

本規約に定めない事項については、信義誠実の原則に従い協議するものとします。 

 

 

付則 

2016年 12月 1日施行 

2023年  1月 24日改定 

 

以上 

 

 

 



別表第１号＜電気通信事業者一覧＞ 

 

発信事業者名 ｴﾘｱ 0066 発信（国際&国内） 

固定                            NTT 東西 全国 ○ 

NTT 東西(0ABJIP) 全国 × 

FUSION 関東 ○ 

FUSION(0ABJIP) 関東 × 

MCIWCOM 東京・大阪 ○ 

HOTnet 北海道 サービス終了 

TOHKnet 東北 ○ 

TOHKnet(0ABJIP) 東北 ○ 

HTNet   サービス終了 

CTC 中部 ○ 

CTC(0ABJIP) 中部 ○ 

Kopt 関西 ○ 

Kopt(0ABJIP) 関西 ○ 

STNet 四国 ○ 

STNet(0ABJIP) 四国 ○ 

エネルギア 中国 ○ 

QTNet 九州 ○ 

QTNet(0ABJIP) 九州 ○ 

JCOM 東京 東京 ○ 

JCOM 関東 東京･千葉・神奈川 ○ 

JCOM 東京･関東以外（湘南等*） 札幌・関東・関西・

九州 

○ 

JT おとくらいん/0ABJIP 全国 ○ 

JT クイックライン 全国 × 

KDDI メタルプラス(5006) 全国(0044 も同じ） ○ 

ひかり one（旧ひかりプラス）(5006) 全国(0044 も同じ） ○ 

KDDI 光ダイレクト(5006) 全国 ○ 

KDDI ダイレクトライン(2003) 全国 × 

平成電電 CHOKKA 全国 サービス終了 

NTT-Com ｱｰｸｽﾀｰ 全国 × 

メディア直収 全国 × 

KVH 直収 東京・大阪 × 

ZIP 直収 東京・大阪 × 

携帯 ドコモ(携帯) 全国 ○ 

ドコモ(プリカ携帯) 全国 × 

au 全国 ○ 

au(プリカ携帯) 全国 ○ 



TUKA 東京・関西・東海 サービス終了 

TUKA（プリカ携帯） 東京・関西・東海 サービス終了 

イーモバイル 全国 ○ 

SBM ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 全国 ○ 

SBM（プリカ携帯） 全国 ○ 

PHS ドコモ(PHS) 全国 サービス終了 

ウィルコム 全国 ○ 

活用型ｱｽﾃﾙ（鷹山） 東京のみ サービス終了 

接続型ｱｽﾃﾙ（TOHKnet） 東北のみ サービス終了 

050IP ソフトバンクＢＢ 全国 × 

ＮＴＴ－ＭＥ 全国 × 

ぷらら 全国 × 

アットネットホーム 全国 × 

その他 050 事業者 全国 × 

●0066 発信可能 JCOM 各社 

株式会社ジェイコム東京、株式会社ジェイコムさいたま、土浦ケーブルテレビ株式会社、株式会社

ジェイコム千葉 

アットネットホーム株式会社、株式会社ジェイコム関東、株式会社ジェイコム湘南 

株式会社ジェイコム福岡、株式会社ジェイコム北九州、株式会社ケーブルネット下関、 

株式会社ジェイコムウエスト、株式会社ケーブルネット神戸芦屋



別表第２号 ＜本サービスの提供内容＞ 

 

◆本サービスの提供内容 

本サービスにより提供されるサービス機能 

サービス種別 機能 機能内容 

基本機能 

サービス 

音声通信機能 指定先との通信を接続し、通話を成立させる機能 

着信転送 
本サービス設備に接続要求のあった通信を指定先に

転送する機能 

オプション機

能 

サービス 

録音機能※1 
音声通信機能おいて通話を成立させたのち、音声を

録音する機能 

ＩＶＲ機能 
本サービス設備に接続要求のあった通信に対し、音

声自動応答により転送先を振り分ける機能 

レポーティング機能  

データストレージ機

能 
録音機能により生成された録音データを保管する機能 

CTI機能※２ 
本サービスのソフトウェアがインストールされているPC

端末で音声通信による発着信を行う機能 

ＡＰＩ連携機能 
外部システムより当社が許容する機能を呼び出して利

用する機能 

※1  録音機能利用はデータストレージ機能の同時利用を必須とします。録音保管期間は2年

間とし、かかる料金等体系は、本申込書に定めるとおりとします。また、超過期間の保管に

おける費用は、別途提供する「Omni Gridデータストレージサービス利用規約」に基づきま

す。 

 

 ※2 CTI 機能利用は専用のソフトウェアのインストールを必須とします。ソフトウェアライセンス

は、別途提供する「OmniGridCTI ソフトウェア使用許諾書」に基づきます。 

以上 



 別紙 

通信端末修理費用保険特典 

 

１．概要 

サービス「OmniGrid BizTAP」に付随関連して、

会員が所有し、利用する無線通信機能を内蔵

したスマートフォン、ノートパソコン（タブレット

PCを含む）、AirPodsをいい、以下「対象端末」

といいます。）の破損・水濡れ等により会員に

生じた損害に関して、引受保険会社をさくら損

害保険株式会社（以下「引受保険会社」といい

ます。）、保険契約者を株式会社OmniGrid、被

保険者を会員（会員が法人の場合、法人の業

務に使用する端末機器を所有する従業員を

含みます。）とする通信端末修理費用保険契

約に基づき、引受保険会社から保険金額を上

限とする保険金が支払われる特典をいいま

す。 

 

２．対象端末（保険の対象） 

(1)  サービス「OmniGrid BizTAP」に付随した

無線通信機器のうち、以下の表の種別、

かつ、以下の条件を満たすものを、対象端

末とします。 

① サービス利用契約開始日を起算日とし

てメーカー発売日から5年以内の製品で

あるか、または、メーカー発売日から5年

以上経過した製品であっても、サービス

利用契約開始日を起算日として1年前よ

り後に購入されたことが証明できる端末

とします。 

② 本サービス利用契約時に、画面割れ、

ケース割れ、水濡れ等がなく、正常に動

作している端末。 

③ 被保険者の所有する端末 

④ 日本国内で発売されたメーカーの正規

品である端末。 

⑤ 日本国内で修理可能なもの、かつ、日

本国内で購入可能な端末。 

 ⑥ 本サービスの利用契約開始日より1年間

の間に1端末を上限とし、支払回数は同一

端末か異なる端末であるかを問わず、総

計1回とします。なお同一事故による求償

は1度きりとします。 

(2) 対象端末は、以下の表に記載される種別

に限られます。 

なお、引受保険会社は、保険の対象（対象端

末）を事故が発生した時に特定します。機

種変更等により対象端末に変更がある場

合は、登録端末機器変更届出書の提出が

必要になります。 

 

(3) 以下のものは、対象端末から除かれま

す。 

 

① 2(1)①の対象期間経過後の端末。 

② 対象端末の付属品・消耗品（ACアダプ

タ・ケーブル・マウス・キーボード・バッテ

リー・外部記録媒体等）。 

③ 対象端末内のソフトウェア。 

④ レンタル・リースなどの貸借の目的とな

っている端末。 

⑤ 過去に当該対象端末のメーカー修理

（メーカーが指定する正規の修理拠点で

修理されたもの）以外で、加工・改造・過

度な装飾がされたと当社が判断した端

末。 

⑥ 第三者の紛失、盗難の被害対象品（違

法な拾得物等）である端末。 

⑦ 日本国外のみで販売されている端末。 

⑧ 本サービス以外の保険、または保証サ

ービス（延長保証サービス等を含みま

す）等を用いて修理費用のすべてが填

補されたか又は交換が可能な端末。 

 

 

３．補償期間 

(1) 会員は、本サービスの利用契約開始日よ

り本サービス契約期間中、通信端末修理

費用保険を利用できるものとします。 



 

 

４．保険金の金額 

引受保険会社は、会員に以下、５．記載に応

じて、対象端末に損害（修理費用・交換費用を

いいます。）が生じた場合に、1会員あたり1年

（起算日は、本サービスの利用契約開始日）

につき下記記載の金額を上限として、会員が

被った実損金額を通信端末修理費用保険金

としてお支払いします。但し、除外事項に該当

する場合、保険金はお支払しないものとしま

す。 

 

 

対象端末の種別 

スマートフォン ノートパソコン（タブレットPCを含む） 

AirPods - 

 

５．補償の範囲（保険金が支払われる場合と支払われない場合） 

 

対象端末 

（※1） 

保険金額 

（※2） 
ご利用上限回数 

スマートフォン 

修理可能：最大3万円（※3） 

修理不能：最大7千5百円（※4） 

保険金の支払回数

は年1回まで（※5） 

ノートパソコン（タブレットPC

を含む） 

AirPods 

 

※1 保険金請求時に、対象端末の登録を行

います。 

※2 修理可能とは、対象端末をメーカー等で

修理をした状況を指します。また、修理不

可とは、対象端末のメーカー等での修理

が不可能で、会員が別途対象端末の同

等品を購入した状況を指します。 

※3 対象端末のメーカー保証内の故障の場

合は、有償修理に要した実費に対して、

最大金額を上限として保険金をお支払い

します。なお、修理により同等品を本体交

換した場合も修理可能扱いとなります。 

※4 会員が修理不可となった当該端末の購

入時御価格の25％の金額に対して、最

大金額を上限として保険金をお支払いし

ます。 

※5 一会員に対して支払われる保険金の上

限額は、1年間（起算日は本サービスの

利用契約開始日）につき3万円です。 

本サービスの利用契約開始日より1年間

の間に、1端末を上限とし、支払回数は同

一端末であるか、異なる端末であるかを

問わず、総計1回とします。なお同一事故

による求償は1度きりとします。 

 

なお、下記の除外事項に該当する場合

は保険金の支払いを受けることができま

せん。 

 

 

 

 

 



 

【提出必要書類】 

区分 提出必要書類 

「修理可能」 

の場合 

① 引受保険会社所定の事故状況説明書兼保険金請求書 

② 修理領収書、修理に関するメーカー・店舗等のレポート等故障を証明できる

もの 

③ 損害状況・損害品の写真 

④メーカーの発行する保証書（メーカーの発行する保証書がない場合は、購入

日の確認できる領収書や帳票などの証憑） 

「修理不可」 

の場合 

① 引受保険会社所定の事故状況説明書兼保険金請求書 

② 修理に関するメーカーの発行するレポート等の対象端末が修理不可である

ことを証明できるもの 

③ 新規購入した際の領収書等、新規購入したことが証明できるもの 

④  修理不可となった対象端末の購入時の金額が確認できる領収証や帳票 

⑤  損害状況・損害品の写真 
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■保険金が支払われない場合 

「お支払要件」をすべて満たす場合でも、以下のいずれかに当たる場合には、保険金支払の対象外とし

ます。 

（1）会員の故意、重大な過失、法令違反に起因する場合 

（2）会員と同居するもの、会員の親族、会員の法定代理人、会員の役員・使用人の故意、重大な過失、

法令違反に起因する場合 

（3）地震もしくは噴火またはこれらによる津波による損害 

（4）洪水・高潮・土砂崩れ・落石等の水災による損害 

（5）台風・旋風・暴風等の風災による損害 

（6）引受保険会社が指定した提出必要書類の提出がない場合 

（7）会員が本サービスの適用資格を有していないときに発生した場合 

（8）戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変 または暴動

に起因する場合（群集または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区において著しく

平穏が害され、治安維持上重大な事変と認められる状態をいいます。） 

（9）公的機関による差押え、没収等に起因する場合 

（10）原因等について虚偽の報告がなされたことが明らかになった場合 

（11）利用契約開始日前に会員に生じた、お支払要件に定める被害 

（12）利用契約が終了した日の翌日以降に会員に生じた、お支払要件に定める被害 

（13）対象端末が、 日本国内で販売されたメーカー（日本国外メーカーを含みます。）純正品以外の通信

端末機器および技適マーク・PSE マークを取得していない通信端末機器であった場合 

（14）対象端末を家族・知人・オークション等から購入・譲受した場合 

（15）対象端末が、被保険者以外の者が購入した端末であった場合 

（16）対象端末が、被保険者以外の者が使用している場合 

（17）付属品・バッテリー等の消耗品、またはソフトウェア・周辺機器等の、故障、破損、または交換の場

合 

（18）ご購入から 1 年以内のメーカーの瑕疵による故障等の場合（初期不良を含む） 

（19）対象端末のメーカーまたは販売店が、自らの決定または行政庁の命令に基づいて、瑕疵の存在す

る（瑕疵の存在が推定される場合を含む）製品を対象として回収または修理を行った場合における、

回収の原因または修理の対象となる事由 

（20）すり傷、汚れ、しみ、腐敗、腐食、焦げ等、対象端末の本体機能に直接関係のない外形上の損傷 

（21）対象端末を、加工または改造した場合 

（22）対象端末の修理、清掃等の作業中における作業上の過失または技術の拙劣による場合 

（23）対象端末にかかった、修理費用以外の費用に関する請求（見積り取得に関する費用・送料・Apple

エクスプレス交換サービス利用料 など） 

（24）詐欺、横領によって生じた損害 

（25）自然の消耗、劣化、縮み、変色または変質による損害 

（26）修理中に航空運賃が含まれている場合は、航空輸送によって増加した費用による損害 

（27）日本国外で発生した事故による損害 

（28）紛失・盗難によって生じた損害 
（29）中古製品として購入された端末機器の自然故障（取扱説明書、添付ラベル等の注意書に沿った使
用下で発生した電気的・機械的故障） 
 

以上 

 


